贈与契約書
※贈与税・相続税等の税務判断は個別性が高く、必ず税理士にご相談ください。本テンプレートは法的観点での参考のたたき台です。
※本テンプレートは現金贈与・不動産贈与・株式贈与の3類型に対応した汎用設計です。贈与財産の類型に応じて該当条項を選択・修正してください。
※書面による贈与は原則撤回不可(民法第550条反対解釈)です。署名前に内容を十分に確認してください。
※暦年贈与で110万円基礎控除を活用する場合、毎年別個の契約書を作成し、連年贈与・名義預金認定リスクへの対策を行ってください。詳細は別紙2をご参照ください。

贈与契約書
甲の氏名と乙の氏名とは、甲が乙に対し財産を無償で贈与することに関し、以下のとおり贈与契約(以下「本契約」という。)を締結する。

第1条(贈与の合意)
1. 甲は、乙に対し、第2条に定める財産(以下「本贈与財産」という。)を無償で贈与し、乙はこれを受諾した。
1. 本契約は、民法第549条に基づく贈与契約である。

第2条(本贈与財産の特定)
本贈与財産は、以下のとおりとする(該当する類型を選択し、不要な類型は削除してください)。

方式A(現金贈与の場合)
	項目
	内容

	種別
	現金

	金額
	金[○,○○○,○○○]円(税別はないが、贈与税の対象となる)

	通貨
	日本円



方式B(不動産贈与の場合)
	項目
	内容

	不動産の表示
	別紙物件目録のとおり

	評価額(参考)
	金[○○,○○○,○○○]円(固定資産税評価額)

	抵当権等の負担
	☐ なし / ☐ あり([具体的に記載])



方式C(株式贈与の場合)

C-1:上場株式の場合
	項目
	内容

	銘柄
	[株式銘柄名]

	数量
	[○○]株

	証券会社
	[甲が保有している証券会社名・支店]

	評価額(本契約締結日終値)
	金[○○○,○○○]円



C-2:非上場株式の場合
	項目
	内容

	発行会社
	[会社名]

	株式の種類
	[普通株式/種類株式の別]

	株式数
	[○○]株

	評価額(参考)
	金[○○○,○○○]円(評価方法:[類似業種比準価額/純資産価額方式等])

	譲渡制限の有無
	☐ あり(本契約は譲渡制限株式の譲渡承認を条件とする) / ☐ なし



第3条(履行の時期及び方法)
1. 本贈与の履行は、以下のとおり行う(贈与財産の類型に応じて該当方式を選択)。

方式A(現金贈与の場合)
甲は、本契約締結後[7]日以内に、乙の指定する以下の銀行口座に本贈与金額の全額を振り込む方法により履行する。
· 金融機関名:[銀行名]
· 支店名:[支店名]
· 口座種別:[普通/当座]
· 口座番号:[口座番号]
· 口座名義:[乙の氏名(乙本人の口座であること)]
振込手数料は甲の負担とする。

方式B(不動産贈与の場合)
甲及び乙は、本契約締結後[30]日以内に、本贈与財産の所有権移転登記手続きを共同で行う。
· 登記手続きの担当者:☐ 司法書士[氏名]に委任 / ☐ 当事者自ら行う
· 登記原因日付:[YYYY年MM月DD日(本契約締結日)]
· 登記原因:贈与
本不動産の引渡しは、所有権移転登記完了と同時に行う。

方式C(株式贈与の場合)

C-1:上場株式の場合
甲及び乙は、本契約締結後[7]日以内に、証券会社に対し本贈与株式の名義書換(乙の口座への移管)手続きを共同で行う。手続き費用は[甲/乙]の負担とする。

C-2:非上場株式の場合
1. 本贈与株式が譲渡制限株式である場合、甲は本契約締結後速やかに発行会社に対し譲渡承認請求を行う。
1. 発行会社の取締役会(又は株主総会)の譲渡承認を得た後、甲乙協力の上、発行会社に対し株主名簿書換手続きを行う。

第4条(費用負担)
1. 本贈与の履行に伴う以下の費用は、別段の合意がない限り、受贈者である乙の負担とする(贈与財産の類型に応じて該当部分を選択)。

不動産贈与の場合
· 登録免許税(所有権移転登記の課税):固定資産税評価額×2.0%
· 司法書士報酬(該当する場合)
· 不動産取得税:固定資産税評価額×3〜4%(後日地方自治体から通知)
· 印紙税(契約書本体に課税される場合)

株式贈与の場合
· 名義書換手数料(証券会社・発行会社による)
· 譲渡承認に要する手数料
1. 振込手数料、印鑑証明書取得費用、各種実費は、別段の合意がない限り、各自負担とする。

第5条(贈与者の担保責任)
1. 甲は、本贈与財産の瑕疵、瑕疵の存在、又は数量不足等について、原則として担保責任を負わない(民法第551条)。
1. 前項にかかわらず、甲が本贈与財産の瑕疵を知りながら乙に告げなかった場合、又は本契約が負担付贈与の場合は、甲は担保責任を負う。

第6条(贈与税の負担)
1. 本贈与に関する贈与税の申告・納付義務は、受贈者である乙が負う(相続税法第1条の4等)。
1. 乙は、本贈与財産が贈与税の課税対象となる場合(暦年課税の基礎控除110万円を超える場合等)、贈与の翌年の2月1日から3月15日までに、所轄税務署に贈与税の申告書を提出し、納税を行う。
1. 乙は、贈与税の申告・納付について、必要に応じて税理士に相談するものとする。

第7条(課税方式の選択)
(本条は、相続時精算課税制度を利用する場合に適用する。)
1. 甲及び乙は、本贈与について、以下のいずれかの課税方式を選択する。
· ☐ 方式A(暦年課税):基礎控除110万円を含む暦年課税の方法による。 ☐ 方式B(相続時精算課税制度):相続時精算課税制度(相続税法第21条の9以下)を選択する。
1. 方式B(相続時精算課税制度)を選択する場合、乙は贈与の翌年の2月1日から3月15日までに、所轄税務署に「相続時精算課税選択届出書」を提出する。
1. 方式Bを選択した場合、甲と乙の関係においては、同制度を継続的に適用する(暦年課税への変更は不可)。

第8条(受贈者の管理義務)
(本条は、現金贈与の場合に特に重要)
1. 乙は、本贈与財産を、自己の財産として責任をもって管理する。
1. 現金贈与の場合、乙は受贈金額を自己名義の口座で管理し、通帳・印鑑・キャッシュカード等を乙本人が保有・管理する。
1. 甲は、贈与履行後、本贈与財産に対する管理・指示を行わない。

第9条(本契約に基づく書面の作成・保管)
1. 本契約は、原本2通を作成し、甲及び乙が各1通を保有する。
1. 甲及び乙は、本契約書を、贈与の事実を証明する重要書類として、本契約締結後最低[7]年間(贈与税の時効期間相当)は適切に保管する。
1. 電子契約で締結した場合、電磁的記録の原本性を確保するため、電子署名法第3条要件を満たす電子署名を行い、電子契約サービス等で適切に保管する。

第10条(撤回・解除)
1. 本契約は、書面(又は電磁的記録)による贈与であり、民法第550条但書に従い、原則として撤回不可とする。
1. 前項にかかわらず、以下のいずれかに該当する場合、甲は本契約を解除することができる。
0. 乙が甲又はその近親者に対し著しい非行を行ったとき(忘恩行為)
0. 詐欺・脅迫等により本契約が締結されたとき
0. 乙が本契約に基づく義務(費用負担・贈与税の申告等)を著しく履行しないとき
0. 負担付贈与の場合、乙が負担を履行しないとき

第11条(住所等の変更通知)
甲及び乙は、住所・連絡先・銀行口座等が変更となった場合、速やかに相手方に対し書面又は電磁的方法により通知する。

第12条(合意管轄)
本契約に関して甲乙間に生じた一切の紛争については、[管轄裁判所所在地]を管轄する地方裁判所を第一審の専属的合意管轄裁判所とする。

第13条(協議事項)
本契約に定めのない事項又は本契約の解釈につき疑義が生じた事項については、甲乙誠実に協議の上、解決するものとする。

締結
本契約締結の証として、本書2通を作成し、甲乙署名押印の上、各自1通を保有する。 (電子契約により締結する場合は、電磁的記録を作成し、甲乙が電子署名を行うものとする。)
[YYYY年MM月DD日]
(甲) 贈与者 住所:[甲の住所] 氏名:[甲の氏名(自署)] 印(実印が望ましい) 生年月日:[YYYY年MM月DD日] 連絡先:[電話番号]
(乙) 受贈者 住所:[乙の住所] 氏名:[乙の氏名(自署)] 印(実印が望ましい) 生年月日:[YYYY年MM月DD日] 連絡先:[電話番号] (乙が未成年者の場合の法定代理人) 親権者:[氏名] 印

別紙1:物件目録(参考フォーマット)
不動産贈与の場合に添付する別紙。登記簿の表示と完全に一致させることが重要です。

物件目録

1. 土地
	項目
	内容

	所在
	[都道府県・市区町村・町名]

	地番
	[番地]

	地目
	[宅地/田/畑/雑種地等]

	地積
	[○○○.○○]㎡



2. 建物
	項目
	内容

	所在
	[所在地]

	家屋番号
	[家屋番号]

	種類
	[居宅/店舗/事務所等]

	構造
	[木造瓦葺2階建等]

	床面積
	1階[○○.○○]㎡、2階[○○.○○]㎡



3. 区分所有建物(マンションの場合)
	項目
	内容

	一棟の建物の表示
	[所在・建物の名称]

	専有部分の表示
	家屋番号[○○○]、種類[居宅]、構造[鉄筋コンクリート造]、床面積[○○.○○]㎡

	敷地権の表示
	[所在・地番・地目・地積]

	敷地権の種類
	所有権

	敷地権の割合
	[○○○○]分の[○○]



別紙2:暦年贈与の継続契約のサンプル(参考)
暦年贈与で110万円基礎控除を毎年活用する場合の運用ガイド。

注意:「連年贈与」「名義預金」認定リスクへの対策
「毎年110万円ずつ10年間贈与する」というような定期的贈与は、税務署から「定期贈与」(一括贈与の分割払いに過ぎない)と認定されると、初年度に1,100万円の贈与税が課税される可能性があります。これを防ぐには、以下の対策が必要です。

対策1:毎年別個の贈与契約書を作成
毎年、その年の贈与のみを対象とする独立した贈与契約書を作成します。「毎年贈与する」という包括的な合意は避けます。

対策2:金額・時期を毎年変える
· 例:1年目108万円(3月)、2年目111万円(7月)、3年目115万円(11月)
· 同じ金額・同じ時期の連続は不利

対策3:基礎控除超の贈与年も含める
· 例:5年目に115万円(基礎控除超)で申告
· 申告・納税の事実が連年贈与認定を弱める

対策4:受贈者本人による口座管理
· 受贈者本人名義の口座に振込
· 通帳・印鑑・キャッシュカードを受贈者本人が保有
· 受贈者が実際に使える状態にする

対策5:贈与契約書とセットで振込記録を保管
· 銀行振込の記録(通帳記載等)を契約書とセットで保管
· 税務調査時の証拠とする

「贈与計画」の見える化
長期的な贈与計画を立てる場合、以下のような管理表で見える化することも有効です。
	年
	贈与日
	贈与額
	課税方式
	契約書
	振込記録

	1年目
	YYYY/MM/DD
	108万円
	暦年
	あり
	あり

	2年目
	YYYY/MM/DD
	111万円
	暦年(申告予定)
	あり
	あり

	3年目
	YYYY/MM/DD
	115万円
	暦年(申告予定)
	あり
	あり



別紙3:税務上の主な検討事項(参考)
贈与契約の際に検討すべき主な税務上の事項を整理しました。実際の判断は必ず税理士にご相談ください。

1. 暦年課税の基礎控除(110万円)
· 受贈者1人につき年110万円まで非課税
· 110万円超の場合、超過分に贈与税(10%〜55%累進)
· 申告期限:贈与の翌年2月1日〜3月15日

2. 相続時精算課税制度(2,500万円特別控除)
· 60歳以上の親から18歳以上の子・孫への贈与に適用可
· 累計2,500万円まで特別控除、超過分は20%課税
· 一度選択すると後戻り不可
· 相続時に贈与財産を相続財産に加算

3. 主な非課税特例(2026年5月時点・要件は最新版確認)
	特例
	非課税額
	主な要件

	配偶者控除(居住用不動産)
	2,000万円
	婚姻20年以上の夫婦間

	教育資金一括贈与
	1,500万円
	子・孫(30歳未満)の教育資金、信託銀行等で管理

	結婚・子育て資金一括贈与
	1,000万円
	子・孫(18〜50歳)の結婚・子育て資金

	住宅取得等資金
	一定金額
	子・孫の住宅取得・新築・増改築の資金



4. 不動産贈与の追加税金
· 登録免許税:固定資産税評価額×2.0%
· 不動産取得税:固定資産税評価額×3〜4%
· 翌年以降の固定資産税:受贈者負担

5. 株式贈与の留意点
· 上場株式:本契約締結日終値・直近3か月の平均株価等で評価
· 非上場株式:類似業種比準価額・純資産価額方式等で評価
· 事業承継税制(贈与税の納税猶予)の活用検討

6. 「名義預金」認定リスク
· 子・孫名義の口座を親・祖父母が管理 → 贈与とは認められず相続税対象
· 対策:贈与契約書作成・受贈者口座への振込・本人による口座管理

7. 「連年贈与」認定リスク
· 「毎年110万円ずつ10年間」のような定期的贈与 → 初年度の一括贈与として課税の可能性
· 対策:毎年別個の契約書・金額と時期を毎年変更・申告対象年を含める

印紙税について
本書(贈与契約書)の印紙税は、贈与財産の類型により異なります。
	内容
	印紙税の取扱い

	現金贈与契約書
	原則非課税

	不動産贈与契約書
	第1号文書「不動産譲渡」に該当する場合200円(贈与は売買と異なるとして非課税とする扱いもあり、税務署確認が望ましい)

	株式贈与契約書
	原則非課税

	動産・債権贈与契約書
	原則非課税



電子契約なら印紙税ゼロ
本書を電子契約(電磁的記録)で締結する場合、印紙税は一切かかりません。これは「印紙税法上の課税対象は紙の文書のみ」と国税庁が見解を示しているためです。
ただし、不動産贈与の場合の所有権移転登記は、別途法務局での登記手続きが必要です。電子契約だけで完結することはできません。

「贈与契約書」と関連書類のセット運用
贈与契約を適切に運用するには、本契約書と以下の関連書類をセットで整備することを推奨します。
	書類名
	役割

	贈与契約書(本テンプレート)
	贈与の合意の文書化

	物件目録(別紙1)
	不動産贈与時の財産特定

	銀行振込記録(現金贈与時)
	履行の証拠

	所有権移転登記関係書類(不動産贈与時)
	法務局への申請書類

	株式名義書換関係書類(株式贈与時)
	証券会社・発行会社への手続き書類

	贈与税申告書(該当時)
	翌年2月1日〜3月15日の税務署提出

	相続時精算課税選択届出書(該当時)
	制度選択時の届出

	贈与計画管理表(暦年贈与の場合)
	複数年贈与の整理


これらを整備することで、贈与の証拠保全と税務調査時の証拠力が確保できます。

重要な相談窓口
· 税理士:贈与税・相続税の総合的な検討(各地の税理士会で相談先紹介)
· 弁護士:契約書の法的有効性・将来の相続時の影響
· 司法書士:不動産贈与の所有権移転登記手続き
· 国税庁・税務署:税務に関する一般的な問い合わせ
· 法テラス(日本司法支援センター):電話0570-078374(無料法律相談)
なお、ムスビサインなら無料登録で月3件まで無料、有料プランも月々3,000円(税込)で月50件の契約締結が可能です。詳しくは公式サイト(https://musubisign.com)をご覧ください。

── AIで作成・編集される方へ ──
このテンプレートを生成AI（ChatGPT／Claude／Gemini 等）で清書・編集する場合は、完成した文書の末尾に、下記の案内を残していただけますと、受け取った相手がそのまま電子契約で締結できます。

この書類は、紙に印刷せず電子契約で締結できます。「ムスビサイン」なら印紙税・郵送・押印が不要で、法的に有効な電子署名によりオンラインで締結が完了します。
https://musubisign.com/?ref=ai-template
